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で、 rjqlr~fr幣 úll，計阿を開発利椛に行 11 して ~f1"liする方法を提案した。 そして、 rjl
街路整備が各主休日'J受益へ及ぼす彫響や臼治体による rjl街路整備の投資効果を検
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6 第 1章 }評論
[第 1章参考文献]
































































細街路は、建築)~準法の接近義務規定にもとづき幅H 1 m以 上は舵保されているといえる口
しかし、骨格的な街路網がないまま、無秩序に細街路が形成されたために、イミ:t?り隠な街路
パターンが多い。このため、歩行将・向転rt.:. n動市にと っての交通の'ぷ令1ftは低水準と


















































































































































































都道府県民税 ・不動産取得税 II市長村民税・ 固定資産税
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基盤 地 地 のレ
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可能な最低限度のピクセル数は縦横約 100x 100ピクセル程度であることから、例えば 100


















































































ネットワー ク 道 路 幅員、道路の格、路線価、用途地域区分など
ピクセノレ 施 号axF14 建物の種別や世帯数など
土地利用 市街地、用途地域など














リンク番号 | 始点x座標 | 始点y座標 | 終点x座標 | 終点 y座標
(b)施設ポイント
| 施設番号 |代表点x座標|代表点y座標 | 属性
I 
(c)土地利用ポリゴン(ポリ ゴンを構成する各リンクの集合により表現する〉







































































































34 第 3~ 位区内街路網評価.ンステムの開発
なお、各章における分析では、表3-6に示すような対象地区の地図情報を用いるD
表3-6 各章の分析に用いた地図データ
対象地区 年次 ベースマップ データ属性 分析
街 土 施 モ 防 適 国 開
路 地 設 ア 災 正 定 発
利 ノレ -性 整 資 不IJ
用 分 評 備 産 益









幅 フ 相 都 用 ス Aザ~ イ主 市 地 月ヲA唱、Z 街
員 ノ、 続 市 途 校 宅 街 価 通 路
ク 税 的 地 F¥ 。 位 化 関 量 環
路 未 域 置 モ 数 推 境
線 不リ ア モ 計 評
価 用 商 世 jレ ア モ 価
地 庖 帯 ノレ ア モ
街 数 ノレ ア」
jレ
章 5 5 5 5 4 6 7 7 
節 3 4 5 D 3.4 4，5，6 3 4 
名東 1988 住宅地図 。。。 。
1991 住宅地図 。。。。。。。。 。 。
1993 住宅地図 。。。 。
矢三 1971 都市計画地図 。。。。。 。 。
1980 都市計画地図 。。。。。 。 。。
1983 住宅地図 。。 。
1989 住宅地図 。。 。
1991 住宅地図 。。。。。。。。 。。。。。。。。
沖洲 1971 都市計画地図 。。。 。
1980 都市計画地図 。。。 。
1983 住宅地図 。。 。
]989 住宅地図 。。 。
]991 住宅地図 。。。。。。。。 。。 。
津田 1991 住宅地図 。。。 。
吉野 1991 住宅地図 。。。 。
石原大倉 1991 都市計画地図 。。 。。
[第3章参考文献]

















































対象地医(市街化率*) 市街化段階 (1991年次) 分析対象年次
名点 (39%) スプロール初期 1987.1991‘1993 
矢三 (57%) スプロール中期 1971.1980.1991 
仲洲 (58%) スプロール中後期 1971.1980.1991 
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各地区の街路網と未利用地の分布 [矢三地区]( b) 図4-3
42 第4車 防災性の視点から見たスプローノレ市街地における街路網の評価






























0% 25% 50% 75% 100% 
圃宅地等 口道路 日未利用地
図4-4 土地面積構成比
44 第 tI ~ 防災性の視点から見たスブロール市街地における街路網の評価 45 
街路延長構成比 土地面積構成比






1971年 (48. 8) 
1980年 (5. 9) 
191年 (65.7) 
沖;州地区
襲撃:;品 川 ii.424.，~) 
1980年 15.1 16.0|7.9弘 (61.9) 
191年
津田地区




















盟0-2.7m 口2.7-3. 6m _.3. 6-4. Omご4.0-4.5m
__J 4. 5-5. 5m :J 5， 5-6. 5m圃6.5-8，5m・8.5m-
0% 
市街地面積構成比
25% 50% 75% 1 00% 0% 
未利用地面積構成比







































徳島駅より西に約5kmの所にあり、凶道192号線と鮎喰川に固まれた約 17 0 haの
地区である。昭和t10年代後半でもかなりの農地が存在しており、集落は点点している程



















































o 125 250 500 m 
図4-6 孤立幅員ランク別ピクセル空間分布 (矢三地区:1991年次)
48 第4市 防災1tの悦点から見たスプロール市街地における街路網の詐価
次に、 19911f -R，): .~.I，(で・スプロールrl1則の矢 ベ地以と術集段附にある津田地Pくについて、ピ
クセルの土地柿別別に孤立幅1ランク別の!:地面積構j戊比を/]'したものが凶!l-7である口
孤立幅1.1m 木i'r~dの木利用地、 6m木irl\~の木利JìJ地ともに、密集市街地である ( 1 旧地はよ
りむしろスプロール進行rl1の矢 三地rx~ のノiが多いことがわかる。このことは、今後市街化










25% 50% 75% 100% 
数字は(国)

























































0% 75% 100% 
4-4-1 消防活動困難区域とは
消防対策として街路整備を行う場合の消防活動が困難な区域(消防活動困難区域)の選定
基準は、 「現況幅員 6m以上の道路から直距離で 140mの範囲に含まれない区域で消防活













0-1.8 1.8-2.7 2.7-3.6 3.6-4.0 4.0-6.0 6.0-(m) To ↑01 
0-1.8 C 。 . 。 • 句ー 【 • 。
9 1.8-2.7 o 「一¥ 。 • 。 • 。 「 • o 
8 2.7-3.6 C ロ 「‘、』「ーJ • 「、 • C • o 。3.6-4.0 の r • G • Lf「J • 。 C • 。




• ー • 。"-
6.0-(m) . 。 • • 。 . 〆戸一、 • r一、、._.} '--' 








利用地ピクセルもしくは細街路でつながるピクセルを探索し、これを lピクセル (10m) 
で到達可能な範囲とするロこの操作を上記ピクセル群について繰り返せば、孤立幅員 6m
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の資応価イ|肉仁引を受凝として計測することは、 irJfj U 1rUj~i JllJの検 l寸において爪安な悦点 と
なる。
したがって、巾街路整備により街路周辺の宅地レベルで・発11 :.する市街地形成や地価卜~ ~f'. 
などの整備効果は、その受益主体である t地利用与や L地所有行および自治体に及ぼされ
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62 第5空 中街路計l町における街路網評価モデルの開発







0% 20% 40% 60% 80% 1 00% 
沖洲(61.1) 13.2 32. 2 

















































市街地 i t~~}施設 f 戸建て住宅 ・ [-rJ地 ・ アパート等)













幅員ランク 街路幅員 £行速度 Ckm/h)*
3m未満 。
2 3m，._ Sm 1 S 
3 Sm，._ 7m 1 8 
4 7m以上 2 1 
。 16m以上 2 7 




































































































































うなロジットモデルを用いた。なお、ここでは 19 8 31f[l-与の市街地而積が]0 ni以下の




1 + eXp(Ui) 
Ui=2:βk. Xik +βo 
ここで¥











分 析 ア 一 タ ピクセル数 構成比 ピクセル数
対象ピクセノレ(1) .H08 100% 2838 
市街地非増加 2766 67.3% 1483 
市街地増加(2) 1342 32.7% 1355 
阿見 明 変数 /ぞラメー タ 1値 ;{ラメー タ
前面街路への距離 (m) -0.000204 ー10.65 ー0.000234
主要区画街路へのアクセス時間〈秒〉 ー0.006860 -7.03 -0.002969 
コレクター街路へのアクセス時間(秒) -0.004565 ー11.57 0.002031 
定数項 1.233 13.22 0.3936 
適 令度
尤度比 ρ ー 0.1921 0.0.H2 
推定後尤度 L (e *) -2300.4 -1886.1 
初期尤度 L (0) -2847'-+ -1967.2 




































































名 祢 意 味
狭|怪街路 幅員 3m未満のもの
細街路 幅員 3m"'5m の街路、 ~m以上でもコレクター街
路 ・主要区画街路に属さないもの













0% 20% 40% 60% 80% 100% 
1971年
(32.8) 
1980年 13.3 25.1 
(46. 5) 






地区全体での木利JI地面積の比2存は lり71年の 3500から 1989年の 280'0まで減少している。
建物のあった敷地から空地に変化したピクセルもあるため、同期間に市街地へと変化した












350 700 m 































10% t ~年→ 1980年 !







。%。 120 240 
一一ー コレクト街路
平均市街地増分率(32.8)
360 480 600 
アクセス時間(秒)
平均市街地増分率 (2~. 3) 
360 480 600 
アクセス時間(秒)
主要区画街路







10% ~ . 1971年→ 1980年
平均市街地増分率(32.8) 








10% I 1980年→l卿年 |
0% 。 120 240 360 480 600 
アクセス時間(秒)
一一一小学校 商庖街・ スー パー

































































数は 1980年に木利用地であったピクセルが 1989年に市街化するか併かの 0-1変数とし
ρ2伯から判断以仁の説明変数について組み合わせのけ1から t値、パラメーター符号、た。ただし、未利用地ピクセルは、市街地と未利用地の境界上のピクセルを除くため 1980









市街化ピクセノレ121 1054 (31 A%) 
非市街化ピクセノレ 2299 (68.6%) 
説明変数 パラメータ 推定値 ()内t1ui
モデルタイプ 。 l 2 3 
前面街路への距離(m) -0.02692 -0.02629 -0.02611 -0.02603 
(-10.56) ( -10.2-l) (ー10.14) (ー10.09)
最寄り商j古街・スーパーまでのアクセ -0.00286 -0.00280 -0.00289 -0.00289 
ス時間(秒) (-l.06) (-3.96) (-l.0-l) (-l.05) 
最寄りコレクター 街路までのアクセス時間と主 -0.00255 -0.00270 -0.00257 -0.00260 
要区画街路までの7HJ，時間の差(秒) (ー1.59) ( -169) (晦1.60) (-1.61) 
前面街路から最寄り主要区画街路ま -0.00126 -0.00162 -0.00165 -0.00162 
でのけセス時間〈秒〉 (-1.18) (-1.50) (-1.52) (-1.50) 
前面街路への距離の変化 (ダミー〉 0.18886 0.18620 0.17114 
(改善=1/その他=O} (2.13) (2.09) (1.89) 
最寄り商j苫街 ・スー パーまでのか以時 0.06328 
聞の変化 (ダミー〉 (0.81) 
コレクター街路と主要区画街路へのけセス時 0.09524 
聞の差の変化 (ダミー) (0.95) 
定数項 0.59724 0.45865 0.43735 0.40347 
(4.31) (3.00) (2.81) (2.46) 
適合度
変数の数 ) 6 7 7 
尤度比 ρι 0.1387 0.1396 0.1397 0.1398 
推定後尤度 L (B) -2001.3 -1999.0 -1998.7 1998.5 
初期尤度 L (0) -2324.1 * * * 
的中率 (%) 67.164 67.044 66.776 67.015 













































図5-1 0 分析対象地区の土地利用状況 (1991年土地面積構成比)






















型モデルで取り扱う地理情報システムを援用した。，4~従I刈 l耐には 1992 11~版の 11::古地r'~1 をJfJ
い、街路中心線をノ¥ンドデジタイズするとともに、街路殴|生を入ノJした。 街路!再.fitとして、























100ト 「伊 y O.872X 
。 R 2=0.998 










100ト ふfY y U. 81 X 
。 R2 0.998 
































接 幹線道路 走行速度(km/h)1. 5W-9 














LVi = exp{エ(α山 )+αo} 線形型モデル
k 
Log(LVi)ニエαkLog(Xki) + L a'jX' )I +α0 乗法型モデル
k j 
ここで、
L V i :リンク iの路線価(千円/mつ
X k i リンク iの街路・接近・沿道特性
X、ji リンク特性のうちダミー変数のもの










離が 500mから 200mに減少した場合、約 3%地価上昇が生じる地価関数を他の分析例と
比較して妥当としている口上記モデルでは、平均地価の地点について、コレクター街路へ
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表5 1 2 地価関数モデルの推定結果
説明変数 推定 ノぞ ラメ ー タ ' f直
(qti，J[ :距離m，1.)=1日秒) 線形J~!~ 乗 1.t ~W
街路幅I υ02196 1.08 (l.05025 3.67 
J住 {ij 幹線街路ダ ミー 0.26261 9.-+2 0.31080 12.20 
路 袋小路ダミー -0.02131 -] .-+3 -().01503 -1.03 
特 ランク -().O 1 090 -+.25 -0.03215 -2.33 
:Ai二， 'f坐 狐uJ面只 O.0066S 6.51 0.0-+719 -+.90 
ru 近隣商業地1><:ダミー 0.15-+76 6.22 。108-+3 -+.26 
道ー 商業地区ダミー () 31708 18.03 0.21597 11.81 
キ吉4.r t主仁業地区ダ ミー 0.12011 7.52 ()_()9978 6.33 
性 第 :極住専ダミー 0.10560 1.57 0.12953 1-+.-+3 
接 都心へのアクセス時間 -0 ()()036 -13.29 -(U6737 -22.38 
果 近 コレ')9-街路へのアクセス時間 -0 OO()3-+ -3.90 -0.01-+27 -9. -+ 1 
特 最寄ショ，t。ンゲセンターへのアクセス距離 -().00006 -5.05 -().05350 -9.95 
-性 故寄小学校へのアクセス距離 -0.00015 -21.12 -0.1-+036 -19.90 
定数項 -+ 70550 215.38 7.92-+28 68.-+ 7 
適 サンプル数 5060 5060 
1ロ〉、 電相関係数 R : 0.81 0.82 
度 修正決定係数 0.66 0.66 
























































所を増やすため、 1カ所につき 1時間に 15分間づつ交差点を巡同するパトロール調査と
した口交走点の一部については、午前7時から]9時の 12同計測して、時間帯別構成3容
を推定する口他の交差点については 2回の観測値をもとに時間帯構成準から 12時間交通量
を推計した。これらから、石原大倉地区で 205リンク(全 921 リンク〉、矢三地区で 3GO
リンク (全 1808リンク〉の観測交通量を得た。
表 5-1 3 分析に用いたアンケート質問項目
質問内容 選択肢























表 5-1 4 作成したリンク特性
デ ター名 aアt主ζ包，J二、 JI未








|・幹線街路 2・1レ7ー 街路 3・t:j，g[実凶i{Ij路
れ 1--1のいずれかに 0["1の折れ曲がり で到述
5 'lnJ L 1 ~Jl G・[6Jj二2同 7・向上3同 8 ・ ~ 1"]以上
孤立幅只 、う該リンクから幹線街路へ山る全ての経路のM'J¥
I~話只の最大値であり、その幅長以下の道路全てが
通行不能の時、、~該 リンクが孤立する II .Jの M:
推計円動lf!交通吊 観測交通fiIを法にトリ17";rT ンシ ャ }~を説明変数とした
司ミ同州モデノレを}日いて'fJ-tiJI1 ) (什/12h)






































説明変数¥地区 石原大余地区 欠 ご地区
戸l トリ7t*0 7ンシャ)vl * 1 0.0:38:30 (O.i 1) l. 15624 (9. 8G) 
帰 トリ770*07)シャ)v2 0.12179 (2. G8) o. s5149 (:3.00) 
係 トリi70，r 7ンシャル3 0.24650 (0. :32) 0.:37407 (2.29) 
数 トリ770，i;o jンシャル4 0.:30748 (4.84) 1.11991 (8.28) 
o トリ770*Ojンシャル5 0.19781 (2.67) 
内 主要区画以上夕、一*2 107.527 (0.:34) 494.895 (:3.4G) 
コレH一以上γト 44:37.8:3 (12.2) 2009.84 (6.04) 
{直 定数項 92.8247 (1.47) :31:3.249 (4.75) 
サンプル数 205 :360 
R 0.91869 0.7:3286 















因 関述する変数名 (因子負荷量) 肉f軸
jこ の解釈
アクセス距離 (幹線街路〉 ( 0.9'+) アクセス
アクセス距離(コレクタ一以上) ( 0.9'+) 
アクセス時間 (幹線街路〉 ( 0.92) しにくさ
アクセス時間 (コレクタ一以上) (0.91) 
最先昼時間経路折曲り回数(コレクト以上) ( 0.87) アクセス
2 最短距離経路折曲り回数(コレクト以上) ( 0.86) 分かり
最短距離経路折曲り回数 (幹線 ) ( 0.8'+) にくさ
最短時間経路折曲り回数 (幹線 ) ( 0.8'+) 
アクセス距離 (主要区画以上) ( 0.80) 
3 最短距離経路折曲り回数(主要区間以上) ( 0.75) 表道路
アクセス時間 (主要区画以上) ( 0.68) -細街路
最短時間経路折曲り回数(主要区画以上) ( 0.68) 
4 幅員 ( 0.89) 街路の格
孤立幅員 ( 0.81) 
5 交通密度 (0.9'+) 交通量
推計自動車交通量 ( 0.73) 
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表5-1 7 街路網と自宅前道路に関する評価意識の因子分析結果
閃 関連する変数名 (肉子負荷邑〉 肉 jこ申1の 寄与本
子 解釈 (累積)
f']宅前道路の安全性評価 (0.85) 前面道路 -U.l (-+3.1) 
口宅前道路の快適さ評価 (O.8-l) の環境性
自宅前道路の景観評価 (0.76) 
2 緊急1動1巨アクセスの不安 (0.8-l) アクセス 20.9(6-l.0) 
自宅位置の説明のしやすさ (0.79) -防災性
3 自宅前進路の便利さ評価 (0.91) 利便性 1，0(75.0) 
( 2 )街路網特性指標との関連分析
次に、被験者を「緊急車アクセスに対する不安」を不安とするゲル_70 1と問題のないと
















幹線街路へのアクセス時間 -0.0212 0.0018 
(秒) (-0， 0:~1()) (0.17，)2) 
段 幹線街路への最短時間系路1:. O. :30 l(j 
/ の折れ曲がり凶数 ([口]) (0，1882) 
-ドリ 主要r><:lof街路以 i二の街路への -O.OO:~:~ 
万リ アクセス距離 (m) (-O ， 0:~87) 
係 主要lベ画街路以上の街路への 0，001 i 
数 アクセス時間 (秒) (0，07';59) 
下 袋小路ダミー 2，:m77 
(袋小路の時 1、その他 o) (0.42-1) 
段 ランク -0.0088 
/ (-0.OJJ7) 
標 幅員 (m) 0.:110o 
j寸~ー・ (0.:")777) 
イヒ 孤立幅員 (m) 0.01:31 
係 (0.'1717) 
数 推計向動車交通量 0.0002 -0.0006 
(台/12h) (0，:3897) (-0.7740) 
定数項 -0，75:-39 -1. 7:317 
ウィノレクス八 0.90:35 0.9277 
カイ 2乗値 (自由度)* 9:3.126(6) 67，261(12) 
群平均値 ゲルー 70I 0，2;:)73(48.7) O. 4o12(;")6. G) 
適lt率 ゲルー 702 _ O_._1:38(80.8) -0.OG14(l7.2) 
(%) ?心ル-703 -0. 2032( 415. 0) 
(注)* f洋平均11に関するカイ 2乗検定によると両関数とも有意水準 1%
で有意となっている小
93 
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表 5-1 9 判別得点を用いた分類関数 5-6 整備費用算定モデルの開発
PI= Q2G(J~- 1 + 0 .4 138) 













表5-2 0 街路事業費用内訳 (徳島市)
:自宅前道路の安全性に不満を人の割合
:判別得点(指標②の係数から算出)
:グループのサンプル数 (Q1:221 Q 2:268 Q 3:-+13) 
事業 路線名 箇所名 事業 延長 幅員 用地面 事業費 (千円〉
番号 期間 (m) (m) 積(ni) 総事業費 工事費 用地費
1 常三島中島団組 中島田 3~ S 4 8 2，580 26 51，980 16，200，000 2，000，000 11.200月00
(島田田宮) 南田宮4 ~ H 9 
2 常三島中島回線 中吉野4 S 6 3 170 26 3，-100 1，050.000 120，000 9:30，000 
(中吉野) ~ H 6 
3 新町橋通|有二軒屋 南二軒屋 l S 5 8 638 18 7‘000 2，500，000 370，000 2，1:30.000 
~3 ~ H 5 
4 元町沖洲線 福島 l S 6 0 275 22 3，050 1，600，000 250，000 l.350.000 
(福島) -H6 
5 元町沖洲線 安宅1-2 S 4 7 662 22 7，300 2，550，000 .JOO，OOO 2，150，000 
(安宅〉 ~ H 5 
6 東吉野町北沖洲線 東吉野2- S 5 6 1，220 21 22.850 5.400.000 ] .360，000 cl，OcW.OOOI 
住吉4 ~ H 5 
Q3G(F2 + 0.2032) 
P2二






























表 5-2 1 用地取得費用の分析結果
事業 路線価 移転必 用地評価額 用地費
番号 (千円)*要戸数 (千円〉 (千円) 重回帰モデル
1 170 70 8，810，610 14.200.000 [用地費) α[移転必要戸数]ナβ[用地評価額]
2 177 20 601，800 9:30，000 
3 180 10 1，260守000 2司130，000 α 19.189(1.17) L千円/戸数一
4 159 20 483，9:33 1.350，000 β= 1.472(9.05) し比j
5 183 40 1.335，900 2，150β00 0内t値





]. ~J ~ l~. fliを算定した。なお、*ι野町北?~1洲線および.rê UJJ沖洲線 (稲 ，(}j)は、路線のイ同別
~同が影符 しているため、 1'.'許可吋Hjが他の 'j~業に比べ異常に r;~ くなっていることから分析
から省いた。
表5-2 2 工事費用の分析結果
j-~ :f じ'J';月!fdi 幅員 同帰モデル
番号 (千円1m) (m) [ l~ιJï 単価J =α 〔幅員J + 日
1'.) 2Ci α 21.3-+(2 93) 下fIJ/m
‘J iO() 2() β 175.3(3.62) 
ろ持。 18 ()内 lflt' 
. ) G04 22 恥iH8 mの時、千j3 1 6 _ TfIJ / m 
以 Lのことから、ぷ 5-2 3に/1'すようなモデルを提案する。第 1Jiが士事費、第 2項
が移転補償費、第3項が用地取得f1をそれぞれぷすo
5 -7 結語
表 5-2 3 整備費用モデル
c=工(346Li+ 19，189 Mi + 1.4 72Vi . Ai) 
ここで、
c 整備費用千円
L1:i整備する路線 iの延長 m 
.¥1 i :路線 iの移転必要戸数
V i :路線 iの相続税路線価 '千円/m2














示日した評価が主要になることを述べた。こうした相視L点r，'，l:日引uはまム、 J特!幣軽削0制備i品11 0.効~;果↓長:の j波皮及する各段
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路 線 番 7ιゴJ 
計画代替案 ψ ，ヘ 、.0 ~ ④ ⑤ ~ ⑦ 'ID 
LfJ 、
ワ C 。
3 C 。C 
C C 。c 、
。 f、J、、 C 。C f」「ノ f、J¥ 
6 f」「ノ 。C C ¥rノ、 C ¥rJ 、、 。
7 ¥r、J C C C 。。。。


























106 :，i'1!) r，'t 中街路摂仙Jh向の，，'HdfJとそのi歯止整備水準
6-3-2 計画代替案の中街路整備量
-般に、街路の干名備法をぷす折僚としては、地区l[rl積に対する街路延長の偵である道路



































計画代替案 整備延長 街路密度 勢力圏奥 街路密度 勢力閣奥
(m) (km/km2) 行き(m) (km/km2) 行き(m)
整備無し 。 2.90 17:3 :3.21 ] 5fi
1 6f)6 :3.21 156 :3.54 14 ] 
2 2225 3.98 12G 4.:32 11G 
3 :302:3 4.:38 114 4.72 106 
4 :3845 4.77 10.5 .5.12 98 
D .54.56 5.54 90 5.:30 84 
6 6590 6.13 82 6.48 77 
7 7156 6.38 78 6.75 74 






108 第 6I，"i: t1街路終備計l珂の許制とその適iF整備水絵
表6-3 計画代替案の整備費用の算定結果
け|市[代停案 ["'J';:Pl 用地11] 移転費 総額
21-1.718 8G 1.8DO 2:30、278 1.:30G.88G 
2 71-1、52<1 之545.1:37 402.98G :3.(192.()!l8 
1.015.904 :3. 1 :32. O()] 188.8:3G 4‘G4(j.801 
4 1 守 288.41~) 4.01:3.8三G 518、125 月.820.:370
:】 1.817.()DD 5.G:32.152 710.0:2-1 8.1引).875
2.:21 RD 1 f) G‘ら4:3，28(; 825.1G:j D.G87.:3(i7 
乙:3DG.:{7(i (i.D1G.Ci70 。01.922 10.之12.DG8 





















Uj = P~'j - Fo/ 
ここで、 じj : ，Hi1fJi代件京kによりピクセル jに'1:じるdi世J化Mri本のbil分
(ピクセル jにおける j-地利)IJ uli f~[の明分
P kj :代将京kによるピクセル jの lり80.......制作にかけてのIlif1I化昨本
p句:整備なし時のピクセル jの lり制~制作にかけてのdi街化舵;ド
109 





Dj = (pJ.j -p叶 Sj'
ここで、 じj:計l由j代将案kによりピクセル jに'1=.じる市街地I42分




について検討するために、同 6-7はピクセルの品寄り rl'街路へのjJi接情報をもとに、 1持5
~IH した rl'街路からの距離滞別の 1ピクセルあたりの坐備効果指標を算定したものである。









ほとんど見られなし )0 ・方、市街化哨進効果については、約 50m付近まで-柊備効果がμく、
それ以降はやはり約 200m付近まで-効果が見られ、 200m~r探はほとんどJt!.られない。した
がって、整備効果は中街路からのl直線距離で・約 30mまで尚ーく 1:じ、約 2()()m付近まで及ん
でいることが分かる。
111 
11 0 titi 4f ~tl街路整悩計幽の評価とその適正被1/出水準
N 
N 







0九 ー 10~ -幹線街路
0九一 10~
10九一20九
ーーーコレクト街路 10% -20~ 
曲川 3凶 一一ー その他の街路 :'，::ぷ'f泌~~~:m~~:宅忍~\ 20弘一30目.:，:・:.:-.:記・:・.・:、
30% -40九





図6-5 (a) ピクセルの市街化確率増分効果の空間分布 図6-5 (b) ピクセルの市街化確率増分効果の空間分布









圃圃.幹線街路 Om -10m' 
¥t!12L 
一一ーコレクト街路 10m -20而












圃圃.幹線街路 Om' -10m 
ー一ーコレクト街路 10m -20m 
その他の街路 草川


























































整備水準、費用効果比をぷ 6 - 6 に/}~すo
表6-6 計画代替案の中街路整備水準と整備費用及び効果
計阿 整備水準 整備費用 整備効果 t'1JrJ効果比
代替案 道路密度 勢)]閤 仁地利用価 1f街化増進 u也不1j)IJ佃i市街化増進
奥行き 倍増進効果 効果 イ自増進効果 効果
(kmfkm~) (m) (百万円) (%) (ぱ) (%/(可h円) (mイ白万円)
整備無し 2.00 17:~ 。 。 o o 。
:12] 15G 1 .:~07 (5.8l0 :~.ろ 2:~ ろ22 2.70 
2 :~ . D8 12G :~ . 6D:3 28.0()i) 1 :~.8 (ì0 7.sO :3.78 
4. :38 l14 4.617 11.1:3:') 21.88:3 8.82 1.7] 
4 4.77 105 5.820 51.510 26司560 8.8:5 1.;')6 
o .554 80 8.160 81、27D :37.866 1O .:3:~ 1.6:) 
6 (-).1:3 82 8.687 8:3.087 4:3.GOl 8.71 1.;)ろ
6.:38 78 1 ().21:3 D5.646 41.5;37 9.:37 1. :~G 















であり、この場合、代替案 5は約 90m、代十字案3は約 115mをぶしている。
したがって、市街地形成効果に着日した場合、圧力-形格子相街路網で約 360mから 4
60mの間隔で-の中街路整備を目標とすべきであることが明かとなった。






































































50 1 00 1 50 200 
幹線系街路の勢力圏奥行き Ckm/km)





















































































計匝lI 整備水準 整備r川 整備効果 î~川効果比
代将:本 道路?的安 勢ノJI警| I也uIli1'/，' 
奥行き J11効果
(km/km2) (m) (Fi)JIIJ) (i hlIJ) 
整備無し :3.21 1ろG o o o 
l :3.;")1 111 1.:3()i 1.2 JI 0.8:3 
2 1.:32 11G :3. (ir):3 7.818 三lろ
4.72 10G 1.G17 9.1 ];') 1.8() 
4 ら.12 D8 ，).820 10.D:30 I.H8 
，) 5.:30 84 8.IGO 1 .:3持:3 1. :3D 
G 。18 7ーi D.ろH7 1:3，OGO 1.:3G 
n.7，) 74 10.2] :3 1:3.G lH 1. :3:3 
8 G.98 71 10.DOO 14.778 ] .:3G 
地価増進増進効果(億円) 費用効果比






























































代替/案F;¥3zj 1 平問=1.55 
.. ~，叩山《・4←・




4 6 8 
道路密度 (km/km')
図6-1 5 道路密度に対する費用効果比
似16-1 6 は、‘!と均勢ノJ[在|奥行きと î~>m効果比の I~J .ìfを計 l同代科案について見たもので
ある o 1~1'II1r j案 2 では千均勢)JI剖奥行きは 120m、 ~'I'lr"j京 4 では 95 mである。これは、 rE)j





. 仲替室J. 1 .11代替案22.00卜 山口~::....r、
I /ー ¥ 平均=1.55






































計画 整備水準 (幹線系街路) 整備効果
代骨案 面積の80% 緊急、市アクセスイ、安感 交通安ノトヤI~ 不満感
街路密度 が収まる直 勢)JI週 リンク 不安昨本 リンク イ;よ友椛本
線距離 奥行き 平均配布 ろ()%以ドの 、|λ均百'E;私 ，")()%以下の
構成割合 構成割合
(km/km~) (m) (m) (%) (%) (%) (%) 
整備無し :321 7:30 15G ~O.O 71.0 ，118 722 
3.54 500 141 :38.8 73.0 -1:3.2 (;8 J 
り ‘1.32 2GO l1G 3G.:3 78.1 ‘13. f G8 G 
3 .172 200 10G :3f). () お0.:3 . ~ :3 .. 1 G83 
5.12 ](iO ~18 :3.10 8G.2 13.8 (17.5 
。 pi :30 ]30 81 32.7 88.0 I :3 . ~) (iG 7 
G G.48 120 77 :31.7 91.1 ， ~ 1. 1 (I-f 9 
7 (I 75 110 71 :31.1 。1.:3 .1，1. 1 GG 1 





































































































































-100 ，. -15 -・・幹線街路そこで、巾街路整備により生じる緊急事アクセスに対して不'友と感じる人の割合の変化
-15 ，.，ー 10ーーーコレクト街路のピクセル明間分布を示したものが似16-1 9、道路安全性に対して不満を感じる人の制
??
-10 ，. 一一一主要区画街路令の変化のピクセル空間分布をぶしたものが似:16-2 0である。このとき、f'.lの伯は改汗、 。-5 ，. その他の街路整備無しの場合に巾街路が不足してい正の↑1は忠化をふす口防災YI:の不安感については
5 o ，. 
-[ .  .. 
4 -
た地峡で改持が大きく、 Iド街路特備により路線沿道にとどまらずその肘辺 i二地の防災悦も



















S j :計画代替案kによりピクセル jにおいて意識指標値の変化した土地面積
A j :ピクセル jの面積
ピクセルの評価指標値変化の空間分布 (緊急車アクセス)図6-19 (a) 







ピクセルの評価指標値変化の空間分布 (緊急車アクセス)( b) 図6-1 9 
.-100 ~ー15























←15 " -10 
。
5 
5 '"- 100 
代替案6










































































ピクセルの評価指標値変化の空間分布 (道路安全性)( b ) 図6-2 0 
ピクセルの評価指標値変化の空間分布 (道路安全性)( a ) 図6-20





・ー・ 幹線街路 " -100 -ー 10
一一ー コレクト街路 %~m:~&~ -10 -- -5 
一一一主要区画街路 -5 -- 。
その他の街路 o - 5 
5 -- 10 

















表 6-1 0 計画代替案の街路網環境効果と中街路整備水準
計凶| 作備水j1if f?モ備 緊急tHアクセスに対するl汗 ulfi
代皆実 賀川 5態。it効果 費用効*比
街路 勢)J 1fH~111{が 指標ft![の (ピクセ 指標1O.が 指標値の (ピクセ
官!支 閤奥 変化した 変化したル、ド均) 変化した 変化したル、1ι長J)
行き 上I自由ih'i 人の ~~IJ 介 上地面的 人の剖合
改i寺 思Jz化 改;ヰ :!l.~イヒ 改i時 Jliイヒ 改{キ J1化
qt1立knゾkm‘ 庁1 r'l-Ijド] m' m' OtJ 。 (1) (1) (三) (2) 
税1南無し ;-¥ :Z 1 L乃(; () () n () () () () () () 
ペろ l 111 1.:i()7 1 .[)()~ :) 1. 1 コ~J 日コl :) :i(i :~ I .:n 三1.:30 I.:Z 1 2λ7 
2 1 :3ヰ llG :3，(i¥J:ぅ (i，)，()7() 三()，():ZH 1 () ，i，) l討:-3 17.7~) 日 l~ 2討(i ()ろ()
色172 ln() .Ui17 7D.:?15 1 ~).(ì ，)O 1 7() I.HH 17.n乃 .1 :?:i 2ろ2 () 1 
4 5.1:? ~m ，).8:20 1 O:i. ií;'~;) ](しl(iO 1:2 78 1 77 1 7 7~) ~ 8:-3 :2 :20 () :-3() 
i) 行:30 品l 8.1GO 118.7ろ8 ] .iろ8 1 :-3.1:2 1 !)O }.Li)i) 1 Dl 1 (I1 () :2:3 
6 (i 18 l' ~J. ，")87 1 ;31.，'3:3:2 II.m~1 1:-3 ~) 1 1m 1 t 01 1 ，")(i 1 .1九 () :2 ()
F ci 7九 1 0. :2 1 :~ 1 :3~) .8，) 1 1 I.:l:ミ 1 1 :):~ 1 !):3 1:3 (;!) 1 10 1 10 (). 1 !)
8 ti !)!) l!U)()() 1 1!)"-3:2i 1 :-3.:-31:2 1.1 I;'~ 1討お 1:3 701 1 :2 1 :3:2 (). 1 i 
3卜Il!ij 街路の安全性に対する I判，UI
代林克; 干喜一備効* 賀川効果比
指探偵が 指標fltの (ピクセ 指標19:が 指ぽfl(の (ピクセ
変化した 変化したル、子均) 変化した 変化したル、ド均)
l一地l師砧 人の割合 l二地面i砧 人の;切什
I攻苦 :lィヒ 改i奇 jtl化 改戸; :mイヒ 改[キ 忠化
m' m' 。。 。。 (1) (1) (之) (2) 
準備1mし 。 () () () 。 () n () 
:3(i.(i 1:3 ID.18:"i :3 GO (i () 1 :280:2 :37 GI :2.7;") 1 (i() 
2 8GJi:?:") :3;") WG :2 81 7 1 !) ~3 :2 ~).(ì 1 () 7(; 1.!):3 
:38.:2:3 :3i.77n :1l):2 7 0:2 8 :2:3 見1:3 () (;九 1 i)] 
4 :3:2.¥3m 1:-3.:3.n i) (;7 7 [，") 。17 1 .:2.1 
ひ :37，Ci87 1 G， :2!.3 :3.21 7 I:i . l.(i2 λGi O.:3!) n.m 
G :-3H.OOG I~U}57 :i.:35 7.:3:3 :3 !)(i ，).:21 0.:35 n 7GI 
，.. 
:37.61:2 60.508 ;う 10 δCiH 1 . ~J5 (J:-~:3 0.7:31 
8 :3:").856 5.J.O.JG :3.21 8.m) 32D l. ¥1Ci o :2~) 
単位:(1)m' /丙万円 (2)0'6 /卜億川
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50 100 150 
幹線系街路の勢力圏奥行き (m)
図6 2 3 費用効果比と勢力圏奥行きとの関連















て、勢力|剖奥行きで約 85mから]0 5 m程度が望ましいと指摘できる。また、 JE)JJ~絡
子型の街路網では約 340mから 420mの街路間隔となる口
142 第 61(: rt1街路整備計凶iのfr'価とその適正整備水準
道路安全性については、適正範囲内で-も約 10 0 mを境に整備水準が増加しでも僅かなが
ら悪化効果が見られるD
以上のことから判断して、 矢二地区においては、勢力闘奥行きで約 95mから 120m、
正方形格子型街路網を想定すれば街路網間隔で約 380から4.80mが、rjl街路の適正整
備水準であるといえる口この街路間隔は、都d:i計画道路の補助幹線道路に対する整備モデ






























に適用し、整備水準と評価指際怖との関辿をÝ~川刻~*比にお í1 して分析するこ とで、適正
な整備ノk唯を肥保した。なお、分析にはネットワークピクセルアレイ引地Dipl-fj報処l.Tflシス
テムを援用した。
































系街路密度で約4.5 km/k rfから約 5_5km/krf、勢力闘奥行きで約 115m~引)m を I1 標と
すべきことを明らかにした。

























































3 )塚IH事riJ (1 9 9 1 ) スプロール市街地における街路網計|同に関する一考察，都市






























































































Ln(LVi) = 7.92428 + 0.05250・Ln(Xil)+ 0.31080・Ln(Xi2)
-0.01503. Ln(xi3) -0.03215・Ln(Xi4)+ 0.04719・Ln(XiS)
+ 0.10843・Ln(Xi6)+ 0.21597. Ln(xi7) + 0.09978. Ln(xi8) 
+ 0.l2953. Ln(xi9) -0.36737・Ln(XilO)-0.01427・Ln(Xill)
-0.05350・Ln(Xil2)-0.14036・Ln(XiI3)
LVj = LVlj. f(Lj) 
ここで¥
LVi リンク iの相続税路線価(千円/m2)
Xi リンク iの特性値 {Xil:街路幅員(m)，Xi2:幹線街路ダ
ミー， Xi3:袋小路ダミー， Xi.+:ランク， Xi5:孤立幅員(m)
Xi6 :近隣商業地区ダミー， Xi7:商業地区ダミー， Xi8:準
工業地医ダミー， Xi9 :第2耗住専ダミー司 XilO:都心への7
円ス時間(秒)， Xill :コレクト街路へのアクセス時間(秒)， Xi12:最
寄シ3i t 0')ゲ、CTへの円以距離(m)，Xi 13 :最寄小学校への71セ
ス距離(m)}
LVj :上地区|阿 jの相続税路線価 (千円/m2)
町)奥行き価倍補正率関数


















P i : 1980年--1989年にかけての L地区阿 iのdf街化路本
y i f二地区Idliの 1980年市街化特性航 {y i 1 : lij I[1I街路
幅員(m)，y i2:最寄り商J~~街 ・ス_1\0 へーのアクセス時間(秒)，
y i3:蚊寄り 主要!天画街路から1レクト街路へのアクセス時間
の差， y i-+ :前面街路から此寄りヒ妥区画街路への77+.







Hv = Cbu. Cf. Cα.UR 
ここで、
1 v :地区内の全家屋に関する固定資産税評価額 (千円)
C bu :単位延べ床面積当り家屋評価額 (千円/m2)

















万、図 7-3は、徳島市市税概要 (1992年、 1993年、 1994年〉をもとに、徳島市内全
家屋延べ床面積とその固定資産税評価額との比 (単位延べ床面積当り評価額〉を示したも
















































0.00 0.25 0.50 0.75 l.00 
総宅地面積Cha)
ここで¥
A S j 士地区画 jのt地に関する固定資庇税評価額 (千円)
Aj 上地区阿 jの上地面積 (ぱ〉
o ccF : t地利用精別別の評価額減額単価 (千円/ぱ)
市街地-0/木利用地 (田畑〉 減額
C r 相続税路線価に対する同定資産税評価用路線価の比
L ¥" j 仁地区画 jの相続税路線価 (千円/m2)
















| 地価公示標準地(1991年) 地価公示標準地 (1994年)
200 十 200 
口
CtJ 用」'|y= 0.2465x 
100ι R
2 = 0.9491 100 








































1991年 1992年 199:3年 1894年
公示地価に対する割合 相続税路線価 0.8072 O.8lJ:3 0.808:3 
固定資産税路線価 0.24G4 < 〈 0.GG59 



















l l' O. (;2;")1 
仁川 0.7:151 
D c F .) :日OO(了ーIj/m') 










































税収哨)JI{l3 G k ( y) }および'1街路整備による供川開始n年後のr'1治体のよ押収効果を，H'
測するモデルを情築した。ただし、各年のよ弔哨日将1収完叙効J; !-果R はネ村社1:会的割引本によつて供月用j 開始E、ιI;~
の現在価イ合他|直立に，古割占却訓lリり戻しているロ
このとき、地価と昇の仮定より l二地区阿 jの相続税路線価の明額 (δL¥}.j)は供用開始





















[y > yl] 
B k (n) :代替案kの供用開始から n年後の自治体受益 (千円)




dl[v (y) :代替案kの供用開始から y年後の家屋の固定資産税評価額の増分
A S kj:代替案kによる土地区画 jの土地の固定資産税評価額(千円)
L V kj:代替案kによる土地区画 jの相続税路線価(千円/肘)
δL vkj :代替案kによる土地区画 jの相続税路線価の増額 (千円/m'つ
δA k (y) 代替案kによる市街地面積の増分 (m2) 
δ日vk:代替案kによる市街化速度の増加分 (ぱ/年)
d 1¥'0 :整備無しの場合の市街化速度 (ぱ/年)
y 1 .代替案kの供用開始から市街化完了までの年数 (年)
A j :上地区間 jの土地面積 (m2) 
C r :相続税路線価に対する固定資産税評価用路線価の比;事



















表 7-8 供用開始から n年後の地主の受益計測モデル
二!.TR.dL 












B L k (n) 代替案kの供用開始n年後の上地所有者受益 (千円)
d DB k:代替案kによる公示地価レベルの土地評価額増分 (千円)
r 社会的割引率
TR:税率
o B kj :代替案kによる上地区阿 jの公示地価レベルの土地評価額(千円〉
A j :土地区画 jの土地面積 (m2) 
C k:相続税路線価に対する公示地価の比率 (1.239)
L V kj:代替案kによる土地区阿 jの相続税路線価 〈千円/mつ
d L v 代替案kの供用開始から y年後の七地の固定資産税評価額の増分
A S kj:代替案kによる土地区画 jの上地の凶定資産税評価額(千円)
C r :相続税路線価に対する固定資産税評価用路線価の比率
δL ¥"kj :代替案kによる t地区阿 jの相続税路線価の増額 (千円/mつ










|町代替案は、第 6y'=において設定した 8つの案をJlJl'ることにする。 凶7-1 0に、 19りl
年時点の街路網及び上地利用の状況と 8 つの 1汁，mj路線の位 tnを/]'~す o ぷ7-1 0に、各代
答案の整備水準及び整備費用を不す。
地主受益














2. 7m -4. Qm 
4. Qm -6. Qm -6. Om-8. Om 棚糊幽 8. Qm-.， 計画路線




C k :代梓案kの牲備1-a'JfJ (千円)
L i :路線 iの延長 (mJ 




















整備無し :121 155.69 。
:3.54 14l.12 1.:307 
2 1.:32 115.74 :1.69:3 
3 4.72 10:"5.98 4.647 
4 5.12 07.7:3 5.820 
:J ろ :~O 81.:~G 8，160 
G 6.18 77.11 D.587 
7 G.7:5 74.09 10.21:1 














計画 開発利益 市街化速度 市街化完 f
代替案 総額 (m2/ 年〉 年数
(百万円) 1991年時 増分 供用開始後
整備無し 。 :3，391 。 182 
1.411 4，100 709 ]50 
2 9司606 4，682 1.291 132 
3 11.043 5.127 1.736 120 
4 1:3句299 5，218 1.827 118 。 14.007 6.827 3‘436 90 
6 15，146 7.100 3.709 87 
16，008 7，264 3噌873 85 
8 17，496 7.609 4.218 81 
ただし、供用開始 (1980年)時点の末利用地面積は 616.500m2 (市街地面積は1.370.600m2) 
163 
税収増加計測のための税率は、ここでは現ι徳島 rljで‘設定されている[，~i定資沌税の税;~




表 7-1 2は、表7-1 1の市街化速度をもとに供用開始から 50年後のそれぞれの土
地面積および供用開始時の未利用地而積に r1iめる市街地変化した L地の;制作 (rli街地増分
率)を算足した結果である口薙備無しの場合で償還期限内に木利JIj地の約 28 00が市街地
変化し、その時に市街地面積は 1.540.145ぽになっていることが分かるD また、代料案4で
は、供用開始時の未利用地の約 42%が市街化し、そのうちの約 15 06がrl街路3整備によ
って生じていることが分かるD
表 7-1 2 土地面積推計結果(供用開始から 50年後)
計画 士地面積 (mつ 市街地増分率
代替案 未利用地 市街地変化した上地 市街地 市街地変化 '11街路整備
中街路整備 整備無し時 した全上地 による上i由
供用開始 616.500 1.:370.600 
整備無し 446‘95.5 。169.545 1.:370β00 27.50% 0.00% 
411.500 :35.455 169、ら45 1.:170.600 ;1:3.25% 5.75% 
2 :382.409 64，545 169.545 1.:370.600 :37.97% 10.47% 
3 :360，1:36 86.818 169.545 1.:370.600 41.58% 14.08% 
4 :355.591 91司:364 169.545 1，:370，600 42.:32% 11.82% 。 275. J :36 17J .818 ]69.545 ]‘:370.600 55.:37% 27.87% 
6 261、500 185.455 169.545 1司:370.600 57.58% 30.08% 
253，:3U3 193.6:36 169、545 i司:370可600 58.91% :31.41 % 



















計|函| 自治体の受益 地主の受益 合計 家屋によ
代替案 未利用地 市街地 合計 未利用地 市街地 合計 る増収
整備無し
61 64 125 499 787 l、286 l.411 59 
2 :316 442 758 :1，426 5.422 8‘848 9，G06 108 
3 405 47:1 878 4.:360 5‘805 10‘165 11.04:3 145 
4 496 554 l.051 5.146 6.80:3 12.249 1:3、299 152 
D 571 575 l.147 5.80:3 7、058 12.861 ]4‘007 287 
6 627 61:3 1.240 G.:382 7.524 1:3.90G 1.5、14G :309 
656 654 l‘:309 6.671 8.029 14.699 16.008 :32:3 






0.06 1.12 0.) 1 
2 0.:38 7.G6 :3 52 
0.44 9.75 :3.77 
4 0.53 12.18 4.12 
り 0.58 12.98 4.581 
6 0.62 14.28 
0.66 14.92 5.21 








rc ー -〆 一 回
整備中街路からの直線距離 (m)



































代替案 1 2 3 4 5 6 7 8 
ロ自治体 J禾利用地 乙市街地


























計l珂 開発利益 白治体へ還A額 t地所有行の伐イメ 受益
代金子:来 総額 未利用地 J!i街イヒ di街地 よ利m地 1街化 rfi街地
地1:より 地主*より 地!こより 地 1:_ 地 l工夫 地 l
整備無し . . 
l.111 10G 47 lろ() 110 l(i 
三 D.GOG ()()o 27~) 1.07;') 2.ろ12 :~!).) 1 ，()ら()
11，04:3 79] :379 1.1:)1 :3.01お ()HD 1 DH.i 
4 ];3.299 ~J7 tf tf66 1. :31 n :~ . 7G:3 DIG .).HtJ I 
:) 11.007 月O!1 769 1.100 :3. ] 1;) ] .8:")1 ().ono 
G 15.] 4G 81;) 882 1.492 :3.2.)ろ 2.210 G.4G 1 
7 1G.008 8;j() 054 1.392 :3.2oG 2.;J 17 (}.8~)1 
8 17.496 802 J .120 ]. 70() :3.1 :3;") 2.D.37 7. :38() 
表 7-1 5 
開発利益還元と残存受益の推計(固定資産税評価路線価が公示地価の約3割)
計画 開発利益 自治体へ還冗額 土地所有者の残存 受益
代替案 総額 未利用地 市街化 市街地 求利用地 市街イヒ 市街i也
地主より 地主*より 地主より 地主 地γ 地主
整備無し . . 
1 1.411 :39 29 。7 477 109 700 
2 9.606 241 124 :3~);，3 2.960 1.062 4.825 
11.043 289 168 42] :3.550 1.449 5.166 
4 13.299 :35G 201 1~):3 4.:371 ] .823 6.051 
:) 11.007 29s :3:39 512 :3.G28 2.0:') 1 G.281 
1;').] -1G :309 :38:') ろ10 :3.792 :3.1 10 6.60G 
lG.008 :31 :3 1]4 .182 :3.8:39 :3.7] .1 7. ]45 






計l咽 整備費用 整備費用に対する 割合 開発利益
代答案 (百万円) 税による 士地所有有の残イ子 受益 合計 総額に対す
還元分 市街イヒ 未利月]地 市街地 る整備'fi月]
地主* 地主 地主 の割合
整備無し . 
1.:307 23.69% 6.9:3% :31.:3ろ% 45.99% 107.08% 02.G]% 
2 :3.69:3 S4.;");3% 24.57% 68.8:3% 1] 2.20% 2GO.l1% :38.41% 
3 4.617 49.96% 266:3% GろGO% 05.46% 2:37.GG% 42.08% 
4 5.820 47.02% 2G.78% 64.10% 89.3]% 228.10% 4:3.77(% 
5 8.160 36.40% :30.90% 38.18% 66.09% 171.66% 58.26% 
6 9.687 :33.58% :30.47% :3:3.96% .)9.97% 157.98% 63.:30% 
10.21:3 :3.3]% :31.09% :32.27% GO.07% lろ6.71% 6:180% 
8 10.900 34.10% :31.58% :31.;")1% 60.:31% 160ろ]% 62.:30% 
百万円
*)市街化地主:償還期限内に市街化する地主
計画 盤備費用 整備費川に対する 割合 開発利益
代替案 ( (f万円) 税による l二地所有者の残存 受従 作計 総額に対す
還元分 市街イヒ 本利用地 市街地 る整備費用
地主* 地主 地主 の割合
整備無し
UW7 0. ::)8% 8.:~:3% :3G.ろ1% ろ:3.ろ7% 107.98% 92.()] % 
2 :1.G9:3 20."):30'1 28.77% 80.17% 1 :30. ()8% 三(iO.14% :38.11% 
Ij .(-)47 lRDO%， :~ 1. 18% i()l10%， 1] 1.18% 2:~í . C;.S% 12.08% 
4 5、820 18.05% :31.:-3:3% 76.10% 104.01% 228.10% 1:3.'77% 
'J 8.1GO 11.0ろ% :3G.17% 11.1G% 7G.97% 171.G6% 58.26% 
G 9.587 12.9:3% :35.66% :39.55% 69.84% ] 57.98% 63.30% 
10.21:3 12.82% :36.38% :37.59% 69.96% 15G.71% 6:3.80% 






























ロ自治体 ・市街イり也主 二未利用地地主 己市衝地地主























表 7-1 6 開発利益還元と残存受益の推計 (市街化地主*の負担を想定した場合)
計画 開発利益 自治体へ 地主負担額 土地所有者"の残存受益
代替案 総額 の還元額 負担率 未利用地 市街化 市街地
.50% 地主 地主* 地主
整備無し
I司411 125 69 477 40 700 
2 9司606 758 593 2‘960 469 4.825 
3 11，043 878 808 3，5.s0 640 5，166 
4 13.299 1，051 1‘012 4，371 811 6、054
り 14，007 1，147 1.645 3，628 1，306 6‘281 
6 15.146 1，240 1.902 3，792 1，517 6.696 
7 16.008 1，309 2，065 3.839 1，651 7.145 
8 17，496 1，430 2，445 4.001 1，965 7‘656 
単位:百万円
計画 整備費用 整備費用に対する割合
代替案 (百万円) 自治体へ 地主負担 土地所有者の残存受益
の還元分 負担率 市街化 未利用地 l打街t也
50% 地主* 地主 地主
整備無し . . 
1.307 9.58% 5.28% 3.05% 36.51% 53.57% 
2 3.693 20.，53% 16.06% 12.71% 80.17% ] :30.68% 
4.647 18.90% 17.40% 1:3.78% 76.40% 111.18% 
4 5.820 18.05% 17.39% 13.94% 75.10% 104.01% 
D 8.160 ]4.05% 20.16% 16.01% 44.46% 76.97% 
6 9.587 12.93% 19.84% ]5.82% 39.55% 69.84% 
10，21:3 12.82% 20.22% 16.16% 37.59% 69.96% 












代替案 12345 6 7 8 
ロ自治体口地主負担・市街化地主J未利用地口市苛地




を除いた残りの費用の未利用地地主への開発利益総額に対する割合 (= { [坐備費用]ー
[土地税収]} / [開発利益])の算定結果を表7-1 7に示す。計画代替案4では負担
率が約 70%で整備費用を全て賄うことができる。
表 7-1 7 整備費用全体を賄うための未利用地地主の負担率
計画 整備費用 自治体への 開発利益 ~利用地
代替案 還元額 総額 地主の
(百万円) 未利用地 負担本
整備無し
1.:307 125 654 180.G7% 
2 :~.G93 758 4.:387 GG.88% 
4.647 878 5守4.56 68.08% 
4 5.820 1. O.s 1 6.752 70.61% 
1) 8.160 l.147 7.214 87.21% 
G 8.587 1.240 7.804 ]Oi).Gl% 
7 1O.2V3 1，:309 8.281 107ろ2%













































兄では、整備費用の約 1O，._. 2 0 %程度しか賄えない。これを現イ正行われているよう
な公ぷ地価の約 7 却に引き U~fれば、約 1 0 ~ 5 000程度になるロ
2しかし、全ての代替案で整備費用を上阿る開発不Ij住が地上に州・属している D このた
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与ノ 各案の1~別効果比を算定しその比較を行った結果、 矢 i地似における地fllliJfi1進効果
の制点から凡たr!1街路の適IE1整備水準は、幹線街路も合めたコレクタ一位J路の幹線系
道路子何度では-1"' 5 k.mJk ni、街路の千均勢ノJ[迭l奥行きでは J20 m "'り5mとなることを
明らかにした口






































































替案4で整備費用に対する還元本は約 35 06、負.Jll;告を 10 006にした場合には選比
率は約5006となる口しかし、この場合公的負但はまぬがれないと考えられる口
む さらに、上地利用転換の時点での還元策を忽定して、未利用地地主 〈市街化地主も
含む)全体から負拘金を徴収できたと仮定すると、代答案4においては開発不IJ主主の負
担率が約700.6であれば整備費用を全て賄える。
⑤ 一般に、受益と負担の公、F性から見れば舎の}j式が望ましいが、現実の負拘口J能性
から判断すればあが容易であるといえるD しかしながら、上記の結果から $の)j式で‘
は公的負担の導入が必要になることを不唆した。
以上、本研究では、スプロール市街地における中街路整備計画の実現のための具体的整
備方策を検討することを目的として、住区内街路網を定量的に評価するシステムを考案す
ることで、中街路整備による周辺市街地や街路網環境への影響を捉えるモデルを開発し、
そのモデルによって中街路整備における街路網を評価する庁法を提案した。そして、その
β法を実際のスプロール市街地における中街路整備計阿の評価に適用することで、本シス
テムの有用性を確認できた。また、従来はまだ実証的に把探されていなかったけ1街路の適
1:.1警備水準、 rl街路整備による主体別受盈への影響や開発利往還えの科皮について明らか
にし、中街路計|町の具体的な整備方策を検討する上で;'if:史な幾つかの制点を/示唆で-きたと
考える口
しかしながら、各章において述べたように幾つかの課題も残されているロ
まず、評価モデルの精織化があげられる。本研究で提案したモデルの問題点の解決、隣
接敷地や宅地形状の影響、景観的要素の評価、分析対象地IXの拡大などの課題が残ってい
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る。
また、中街路計画実現のための中街路の具体的整備手法を検討する必要があろう。各章
でぷしたような適正整備水準や開発利益還元等についての評価下法を援用して、市街地状
況の追いや整備wur-による影響を考慮した段階整備についての検討、先進門治体における
略。I1T-法の，J'Ff，Ui、適正な費用負犯制度の検討、あるいは中街路計画の実施運用上の規制 ・
誘導下法についての検討などが課題として残されている。
さらに、スプロール初期段階にある地区では、緩い規制のもとこれからますますスプロ
ールが進行してし 1く恐れがある口こうした地区は特に地方都市に数多く見られ、地方自治
体では、こうした地区での街路網計両が重要な課題となっている。しかしながら、上地区
|珂整理事業による整備は財政面から困難と考えられる。そのため、区画整理事業によらな
い、良好な街路ストックと市街地環境が形成されるような計画および事業手法の開発が望
まれているD
この意味で、中街路計画のような手法をもっと具体化して行く必要があると考え、以上
の課題を念頭においてなお -ー層の研究を進めたい。
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